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衛星契約・衛星受信料の現状（概要）衛星契約・衛星受信料の現状（概要）

●放送法
（受信契約及び受信料）

第３２条 協会の放送を受信することのできる受信設備を設置した者は、協会とその放送の受信についての契約をしなければならない。ただし、
放送の受信を目的としな い受信設備又はラジオ放送（音声その他の音響を送る放送であつて、テレビジョン放送及び多重放送に該当しない
ものをいう。）若しくは多重放送に限り受信す ることのできる受信設備のみを設置した者については、この限りでない。

２・３ （略）

●日本放送協会放送受信規約●日本放送協会放送受信規約
（放送受信契約の種別）

第１条 日本放送協会（以下「ＮＨＫ」という。）の行なう放送の受信についての契約（以下「放送受信契約」という。）を分けて、次のとおりとする。
地 上 契 約 ……地上系によるテレビジョン放送のみの受信についての放送受信契約
衛 星 契 約 ……衛星系および地上系によるテレビジョン放送の受信についての放送受信契約
特 契 約 上 ジ 放送 自然 形 難視聴 域 車 電車 他営業用 移動体 衛特 別 契 約 ……地上系によるテレビジョン放送の自然の地形による難視聴地域または列車、電車その他営業用の移動体において、衛星系に

よるテレビジョン放送のみの受信についての放送受信契約
２ 受信機（家庭用受信機、携帯用受信機、自動車用受信機、共同受信用受信機等で、ＮＨＫのテレビジョン放送を受信することのできる受信設
備をいう。以下同じ。）のうち、地上系によるテレビジョン放送のみを受信できるテレビジョン受信機を設置（使用できる状態におくことをいう。以下
同じ。）した者は地上契約、衛星系によるテレビジョン放送を受信できるテレビジョン受信機を設置した者は衛星契約を締結しなければならない。同 。） た者は地 契約、衛 系に る 放送を受信 きる 受信機を設置 た者は衛 契約を締結 なければならな 。
ただし、地上系によるテレビジョン放送の自然の地形による難視聴地域または列車、電車その他営業用の移動体において、衛星系によるテレビ
ジョン放送のみを受信できるテレビジョン受信機を設置した者は特別契約を締結するものとする。

●受信料の料額（口座振替等の場合）

地上契約 円地上契約 １，３４５円
衛星契約 ２，２９０円 （１，３４５円＋９４５円）

●受信料の公平負担の状況（平成１９年３月末の契約率、支払率）

契約率 すべての受信契約：７６ ９％ 衛星契約：７１ ３％契約率 すべての受信契約：７６．９％ 、衛星契約：７１．３％
支払率 すべての受信契約：７０．６％ 、衛星契約：６８．５％
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個別論点個別論点（視点１：衛星受信料について指摘されている問題点について）（視点１：衛星受信料について指摘されている問題点について）

視点１ 衛星受信料に て 現在ど ような問題が指摘されて るか視点１ 衛星受信料について、現在どのような問題が指摘されているか。

（１）受信料の公的負担金説の根拠と利用実態の乖離

・ 受信設備を設置した者のほぼ全てがＮＨＫの放送番組を視聴することを前提とする公的負担金説は、地上放送では、こうし
た前提と利用実態の間に大きな乖離はなかったと考えられる。

ＮＨＫの衛星放送については、「特殊な負担金」（注）という受信料の性格との関係で、次のような指摘がある。

・ 他方、衛星放送では、公的負担金説の根拠と利用実態が離れることが明白に出てきたということではないか。

「衛星放送を受信することのできる受信設備を設置した者」には衛星受信料の支払が求められるが、集合住宅への転居等に
より環境が整備されたに過ぎず、衛星放送を受信しない受信実態には変化がない場合があると指摘されている。

[例] 集合住宅の例、ＣＡＴＶの例
【参考資料Ｐ．１】

[例] 集合住宅の例、Ｃ Ｖの例

また、衛星受信料について、国民視聴者からＮＨＫに寄せられる意見には様々なものがあるが、次のような
問題が指摘されている。【参考資料Ｐ ２】

（注）受信料は、ＮＨＫが公共放送としての使命を果たすために必要な財源を広く国民視聴者から徴収するため、視聴の有無に関わらず、ＮＨＫの放
送を受信することのできる受信設備の設置者に負担を求めるものであり、ＮＨＫの業務の維持・運営のための特殊な負担金と解釈されている。

問題が指摘されている。【参考資料Ｐ．２】

・ マンション等共同受信、ケーブルテレビで受信可能だが支払いたくない
・ スクランブルにすべき
・ 配線をしていないので支払いたくない

近年 衛星契約に係る契約率は すべての受信契約に係る契約率と比較し ４ ５ポイント低く推移してい

（２）衛星契約の契約率の低迷

近年、衛星契約に係る契約率は、すべての受信契約に係る契約率と比較し、４～５ポイント低く推移してい
る。【参考資料Ｐ．３、４】
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個別論点個別論点（視点２：衛星受信料に係る環境変化について）（視点２：衛星受信料に係る環境変化について）

視点２ 衛星受信料を設定した当時と現時点で、異なる要素は何か。
（１） 普及状況の変化
（２） 放送技術の発展（２） 放送技術の発展
（３） 受信環境の変化
（４） 視聴者ニーズの変化
（５） ＮＨＫの衛星放送の番組編成の変化（ ） 放 成
（６） ＮＨＫの衛星放送のチャンネル数、衛星経費の変化
（７） ＮＨＫの衛星放送の性格（難視聴解消、先導的役割）
（８） 民間衛星放送事業者との関係
（９） スクランブル化に伴う視聴者負担

衛星受信料について指摘されている課題が顕在化してきた背景には、どのような環境の変

論 点

化があるのか。

また、「２０００年時点でのＮＨＫの衛星放送のスクランブル化は適当でない」との結論を得た

時点から現在までの間に どのような環境の変化があったのか時点から現在までの間に、どのような環境の変化があったのか。

これらの環境の変化を、衛星受信料の公平負担との関係においてどのように理解すべきか。
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個別論点個別論点（視点２：衛星受信料に係る環境変化について）（視点２：衛星受信料に係る環境変化について）

視点２（１） 普及状況 変化視点２（１） 普及状況の変化

衛星放送の普及状況の変化を課題の顕在化との関係でどのように理解すべきか。

・ ＮＨＫ衛星放送が開始された１９８９年度末の衛星契約件数は１２０万件。２００７年５月に１，３００万件を超え、
２００８年度末には１，３６９万件が計画されている。【参考資料Ｐ．５】

・ 衛星デジタル受信機は急激に普及しており、２００７年１０月に３，０００万台を突破。【参考資料Ｐ．６、７】衛 デ 受信機 急激 普及 お 、 年 月 ， 万台 突破。【参考資料 、 】

・ 一方、衛星契約の契約率は、こうした普及に追いついておらず、近年低下傾向にある。【参考資料Ｐ．３、４】

衛星受信機の普及に伴う衛星契約対象者（衛星受信設備の設置者）の増加が、指摘されて

いる課題が顕在化してきた一因。

今後、衛星受信機が更に普及し、衛星契約対象者が増加すれば、こうした課題は更に顕在今後、衛星受信機が更に普及し、衛星契約対象者が増加すれば、 うした課題は更に顕在

化し、受信料の公平負担の状況（契約率、支払率）や受信料収入に影響を及ぼすおそれがあ

ると考えられるのではないか。
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視点２（２） 放送技術 進展 視点２（９） スクランブル化に伴う視聴者負担

個別論点個別論点（視点２：衛星受信料に係る環境変化について）（視点２：衛星受信料に係る環境変化について）

視点２（２） 放送技術の進展

①衛星デジタル放送のスクランブル化は受信者の追加的な負担なしに実現可能、②衛
グ放送 年 終 定 う点を 去 ブ 検 衛 受

視点２（９） スクランブル化に伴う視聴者負担

星アナログ放送は２０１１年に終了予定という点を、過去のスクランブル化検討や衛星受
信料の公平負担との関係でどのように理解すべきか。

・ 衛星デジタル放送のスクランブル化は 受信者による新たな設備の設置を要しない（追加的な負担なしに実・ 衛星デジタル放送のスクランブル化は、受信者による新たな設備の設置を要しない（追加的な負担なしに実
現可能）。【参考資料Ｐ．８～10】

・ 衛星アナログ放送の終了が予定されている２０１１年以降は、衛星デジタル放送のみとなる。

・ 「２０００年時点でのＮＨＫの衛星放送のスクランブル化は適当でない」とした過去の検討（１９９９年）における年時点 衛 放送 化 適当 」 過 検討（ 年） おけ
結論は、①衛星デジタル放送の普及、②衛星デジタル放送開始段階における民間放送事業者との併存体制、
③衛星アナログ放送をスクランブル化した場合の視聴者の受信コストの増加を理由としたものであった。【参考
資料Ｐ．11】

・ なお ＮＨＫにおいては 衛星デジタル放送の開始時に 受信料の公平負担の徹底のため 「受信確認メッ・ なお、ＮＨＫにおいては、衛星デジタル放送の開始時に、受信料の公平負担の徹底のため、「受信確認メッ
セージ」を導入。【参考資料Ｐ．12、13】

２０１１年以降は、２０００年時点でのＮＨＫの衛星放送のスクランブル化について「適当でな

い」とした論拠の一つが解消されると考えられるのではないか。（デジタル放送のみとなるため、

新たな設備の設置等「受信者コストの増加」は生じない。）

「受信確認メッセ ジ」がどのような効果を上げているのかを検証し 表示面積 表示位置「受信確認メッセージ」がどのような効果を上げているのかを検証し、表示面積、表示位置、

表示時間等の仕様変更を検討することも、受信料の公平負担に資するのではないか。
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視点２（３） 受信環境 変化

個別論点個別論点（視点２：衛星受信料に係る環境変化について）（視点２：衛星受信料に係る環境変化について）

個別受信の割合が減少しつつある一方で、共同受信の割合が５割を超えた状況を課題
顕在化と 関係 ど ように理解すべきか

視点２（３） 受信環境の変化

の顕在化との関係でどのように理解すべきか。

・ ＮＨＫの調査によれば、１９９３年に約２５％であった共同受信（都市型ＣＡＴＶ方式、集合住宅共聴方式等）は、
２００７年には約５１％となっている。【参考資料Ｐ．14】年 約 ％ 。【参考資料 】

共同受信の割合の増加が、指摘されている課題が顕在化してきた一因。

今後 こうした傾向が続けば 指摘されている課題は更に顕在化し 受信料の公平負担の状今後、こうした傾向が続けば、指摘されている課題は更に顕在化し、受信料の公平負担の状

況（契約率、支払率）や受信料収入に影響を及ぼすおそれがあると考えられるのではないか。
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視点２（４） 視聴者 ズ 変化 視点２（５） ＮＨＫ 衛星放送 番組編成 変化

個別論点個別論点（視点２：衛星受信料に係る環境変化について）（視点２：衛星受信料に係る環境変化について）

視点２（４） 視聴者ニーズの変化

視聴者ニーズを衛星受信料との関係でどのように理解すべきか。また、ＮＨＫの衛星放
送 組編成が 放送 始時 較 自主制作 組 増 放送 組 減

視点２（５） ＮＨＫの衛星放送の番組編成の変化

送の番組編成が、放送開始時と比較して、自主制作番組の増加、再放送番組の減少と
いった変化を遂げている状況を、衛星受信料の公平負担との関係でどのように理解すべ
きか。

・ ＮＨＫの衛星放送に関する視聴者ニーズ・評価は、様々。例えば、視聴者は画質に高い関心を持っていると
の指摘がある。また、総務省やＮＨＫによる調査でも、「高画質・高音質」、「地上波では放送しない番組」等が
衛星放送の魅力やその受信の契機となっている。【参考資料Ｐ．15、16】衛星放送 魅力やそ 受信 契機とな る。【参考資料 、 】

・ 番組編成については、当初は外国からの購入番組等が中心であったが、自主制作番組の増加、再放送を減
らし本放送を増やすといった番組の充実が図られてきた状況。【参考資料Ｐ．17】

2011年以降の衛星チャンネルの再編成を検討する前提として現状を分析する際に、国民視

聴者によるＮＨＫの衛星放送に関する様々な評価を総合的に検証し、受益と負担の関係にも

着目しつつ、衛星受信料の在り方を検討する必要が生じてくると考えられるのではないか。着目 、衛 受信料 在り方を検討する必要 る 考 る な 。

ＮＨＫの衛星放送の番組編成は放送開始時と比較して、自主制作番組の増加などを通じて、

徐々にモアチャンネル的なものとなってきていると考えられるのではないか。
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視点２（６） ＮＨＫ 衛星放送 チ ンネル数 衛星経費 変化

個別論点個別論点（視点２：衛星受信料に係る環境変化について）（視点２：衛星受信料に係る環境変化について）

これまでの衛星放送のチャンネル数や経費の変化、それらに関する今後の見通しを衛
星受信料 平負担と 関係 ど よう 理解すべきか

視点２（６） ＮＨＫの衛星放送のチャンネル数、衛星経費の変化

星受信料の公平負担との関係でどのように理解すべきか。

・ １９８９年から１９９９年までは２チャンネル、２０００年からは３チャンネル体制。（２０００年から３チャンネルで衛
星デジタル放送が開始。２００７年、ＢＳhiのアナログ放送は終了。２０１１年、ＢＳ１、ＢＳ２もアナログ放送は終了）星デジタル放送が開始。２００７年、ＢＳhiのアナ グ放送は終了。２０１１年、ＢＳ１、ＢＳ２もアナ グ放送は終了）
【参考資料Ｐ．18】

・ 現在、別途開催中の研究会で、今後の衛星保有チャンネル数の在り方を検討中。

・ 累積赤字は１９９８年に解消。２０００年のＢＳhiの本放送開始に伴い再び発生したが、現在再度解消されつつ
ある状況 【参考資料 】ある状況。【参考資料Ｐ．19、20】

・ 今後、衛星アナログ放送の終了に伴う経費削減やチャンネル数等の見直しによる経費変動が見込まれる。

衛星付加受信料は毎年度見直されているものではないが、今後、衛星アナログ放送の終了

や保有チャンネル数の見直し等による経費の変動、衛星契約数の増加による収入の変動が

想定されるため、こうした変動の効果と水準の関係を整理する必要が生じてくると考えられる想定されるため、 うした変動の効果と水準の関係を整理する必要が生じてくると考えられる

のではないか。
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視点２（７） ＮＨＫ 衛星放送 性格

個別論点個別論点（視点２：衛星受信料に係る環境変化について）（視点２：衛星受信料に係る環境変化について）

現在のＮＨＫの衛星放送は、難視聴解消、ＢＳ放送の普及発展等といった役割を担って
が 今後 難視聴 策を衛 放送 実施す 合 ど うな役

視点２（７） ＮＨＫの衛星放送の性格

いるが、今後、難視聴対策を衛星放送による別スキームで実施する場合、どのような役
割が期待されるか。

・ 現在のＮＨＫの衛星放送の役割・ 現在のＮＨＫの衛星放送の役割

ＢＳ１：衛星系による放送の普及に資するためその特性を生かして行う総合放送

ＢＳ２：難視聴解消を目的とする放送

ＢＳhi：技術動向を踏まえ デジタル技術の特性及び高画質性を生かしたデジタル方式の高精細度テレビＢＳhi：技術動向を踏まえ、デジタル技術の特性及び高画質性を生かしたデジタル方式の高精細度テレビ

ジョン放送の普及に資する高精細度テレビジョン総合放送

・ ＮＨＫ衛星放送が開始された１９８９年度末の衛星契約件数は１２０万件。２００７年５月に１，３００万件を超え、
２００８年度末には１，３６９万件が計画されている。【参考資料Ｐ．５】

・ 衛星デジタル受信機は急激に普及しており、２００７年１０月に３，０００万台を突破。【参考資料Ｐ．６、７】

・ ハイビジョン制作番組比率は、総合：９２％、教育：５１％、ＢＳ１：８％、ＢＳ２：５４％、ＢＳhi：１００％。【参考資料
Ｐ．21】

ＮＨＫの衛星放送の今後の役割については、保有チャンネル数の在り方とセットの議論と考

えられるのではないか。
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視点２（８） 民間衛星放送事業者と 関係

個別論点個別論点（視点２：衛星受信料に係る環境変化について）（視点２：衛星受信料に係る環境変化について）

衛星放送市場におけるＮＨＫと民間衛星放送事業者の関係をどのように理解すべきか。

視点２（８） 民間衛星放送事業者との関係

・ ＮＨＫ衛星放送が開始された１９８９年度末の衛星契約件数は１２０万件。２００７年５月に１，３００万件を超え、
２００８年度末には１，３６９万件が計画されている。【参考資料Ｐ．５】

・ 衛星デジタル受信機は急激に普及しており ２００７年１０月に３ ０００万台を突破 【参考資料Ｐ ６ ７】衛星デジタル受信機は急激に普及しており、２００７年１０月に３，０００万台を突破。【参考資料Ｐ．６、７】

・ 「２０００年時点でのＮＨＫの衛星放送のスクランブル化は適当でない」とした過去の検討（１９９９年）における
結論は、①衛星デジタル放送の普及、②衛星デジタル放送開始段階における民間放送事業者との併存体制、

③衛星アナログ放送をスクランブル化した場合の視聴者の受信コストの増加を理由としたものであった。【参考
資料Ｐ 11】

これまでの衛星放送市場は、受信料収入を財源とするＮＨＫが「衛星放送の普及」の役割を

担い、それとは財源の異なる民間放送事業者との二元体制により発展してきたと考えられるの

資料Ｐ．11】

担 、そ 財源 異な 民間放送事業者 体制 り発展 考

ではないか。

民間衛星放送事業者との併存体制については、

（１）２００２年以降、ＢＳデジタル放送とＣＳ放送（東経１１０度ＣＳデジタル放送）は同一のパラボラアンテナ（１）２００２年以降、ＢＳデジタル放送とＣＳ放送（東経１１０度ＣＳデジタル放送）は同 のパラボラアンテナ
での受信が可能となっていること

（２）ＣＳ放送を受信することのできる三波共用受信機（地上放送、ＢＳデジタル放送及び東経１１０度ＣＳデジタル放送

を受信することのできる受信機）が急速に普及していること

により Ｓ放送とＣＳ放送の双方において同様の受信環境が整い ある点を踏まえればによりＢＳ放送とＣＳ放送の双方において同様の受信環境が整いつつある点を踏まえれば、Ｂ
Ｓデジタル放送事業者との関係のみならず、ＣＳ放送事業者との関係も考慮する必要が生じて
きていると考えられるのではないか。
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